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2022.11.24 

第 17 回「副首都ビジョン」のバージョンアップに向けた意見交換会 

藤田 香 

 

〔資料 1〕 

副首都としての「経済活動」と「ウェルビーイング」を支える仕組み、国との関係 

 

（スライド 5 ページ） 

副首都としての「経済活動」と「ウェルビーイング」を支える大阪自らの取組を、ど

のように進めるべきか。あわせて、大阪府市自らの取組を後押しする国の支援の仕組

みについて、どのようなものを求めていくべきか。 

 ↓ 

〔意見〕 

1. 大阪自らの取組のなかに「地域循環共生圏の創出」の視点を加えてすすめること。 

2. 中小企業における脱炭素化促進に向けて、（1）中小企業のＧＸ投資促進に向けた資

金供給、（2）国の取組を参考に、例えば上乗せ、横出しするような施策を検討し、

国に働きかけるとともに、これらを率先してすすめることが望まれるのではないで

しょうか。 

 

（上記、意見についての参考資料を以下に示します。） 

1. 加えていただきたい視点（スライド 3 ページ（右イメージ図）） 

 

大阪自らの取組のなかに「地域循環共生圏の創出」の視点を 

地域循環共生圏の創出の視点から大阪を見つめなおす 
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【参考①】 

 

出所：環境省，地域循環共生圏（日本発の脱炭素化・ＳＤＧｓ構想），

（https://www.env.go.jp/content/900538750.pdf） 
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2. 中小企業における脱炭素化促進に向けて 

 中小企業のＧＸ投資促進に向けた資金供給について1、率先してすすめること

が望まれる。 

【参考②】 

 
出所：経済産業省，第 4 回 産業の GX に向けた資金供給の在り方に関する研究会，資料 3，6 ページ

（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/industry_gx/pdf/004_03_00.pdf） 

【参考③】 

 
出所：経済産業省，第 4 回 産業の GX に向けた資金供給の在り方に関する研究会，資料 3，11 ページ

（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/industry_gx/pdf/004_03_00.pdf） 

                                                      
1 詳細は、経済産業省：第 4 回 産業の GX に向けた資金供給の在り方に関する研究会、資料 3 を参照

（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/industry_gx/pdf/004_03_00.pdf） 
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【参考④】 

 

出所：経済産業省，第 4 回 産業の GX に向けた資金供給の在り方に関する研究会，資料 3，20 ページ

（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/industry_gx/pdf/004_03_00.pdf） 

 

国際社会では、温室効果ガス（GHG）排出量ネットゼロを目指す金融機関の連合、

GFANZ（Glasgow Financial Alliance for Net Zero）が発足（2021 年 11 月）。世界

の脱炭素化に向けた流れを金融が主導する動きが進展。またファイナンスドエミッショ

ン2（投融資先企業の温室効果ガス排出量）の把握も注目されている3。今後、（地域）金

融機関においても脱炭素化に向けた支援が求められる可能性がある。 

国内においても現在、中小企業向けの施策として、中小機構のカーボンニュートラル・

オンライン相談窓口、省エネお助け隊、省エネ最適化診断、省エネ関連の補助金、もの

づくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金「グリーン枠」）、カー

ボンニュートラルに向けた投資促進税制の創設（所得税・法人税・法人住民税・事業税）、

Ｊ－クレジット、中小企業等事業再構築促進事業（事業再構築補助金「グリーン成長枠」）

等4があるが、これらを参考に、例えば上乗せ、横出しするような施策を検討し、中小企

業における脱炭素化を促進することが望まれる。 

                                                      
2 詳細は、環境省：ポートフォリオ・カーボン分析の活用と高度化に向けた検討報告書を参照

（https://www.env.go.jp/content/900518896.pdf） 
3 金融機関における気候変動への対応について、環境省「脱炭素等に向けた金融機関等の取組みに関する

検討会」が設置されている（第 1 回、2022 年 10 月 13 日開催） 
4 概要は経済産業省：第 4 回 産業の GX に向けた資金供給の在り方に関する研究会、資料 3 で確認され

たい（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/industry_gx/pdf/004_03_00.pdf） 


